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された。 
これらの社会的スキルに対する効果は、富士登山
キャンプにおける個々の活動、すなわち自己紹介、
役割分担の協議・決定、キャンプ活動の個人目標・ 
班別目標の作成と共有、登山計画の作成・発表、食
事づくりや富士登山などのグループワークの実体験
を通じて包括的に育まれるものと推察される。しか
し、授業の有効性を高めるためには、授業内容・方
法の、どの側面を具体的に改善すべきか、今後、こ
の点について定量的に検討する必要があると考える。 
 
3-2 自己効力感（GSES）に対する教育効果 
Kiss-18 と同様に、自己効力感（GSES）の標準化
得点換算値についても授業前後の値を比較したとこ
ろ、図 2 に示すように授業前の値（52.4）よりも 5.1
ポイント増加し、統計的有意な上昇が認められた（授
業後：57.7）。このことから、「富士登山キャンプ」
は、自己効力感に対しても、一定の教育効果を有す
るものと考えられる。 
 
 図 2.自己効力感(GSES標準化得点)に対する教育効果 
 
人間の行動を決定する要因には、先行要因、結果
要因、認知的要因があるが、自己効力感は、先行要
因の主要な要素であり、自己効力感の変容が、結果
として行動変容の可能性を高めるとされる 8)。そし
て、自己効力感は、①遂行行動の達成、②代理体験、
③言語的説得、④情動的換気の 4 種類の情報源によ
って向上すると考えられている 8)。 
「富士登山キャンプ」では、心身ともに過酷な富
士登山を達成する経験（①）や、手際よくキャンプ
活動を行う仲間の行動を観察したり（②）、富士登山
時に一般登山者から励まされる経験をしたり（③）、
面識のない人との共同生活の不安が解放される体験
や登頂の達成感（④）等、当該授業における様々な
経験が、自己効力感の向上に好影響を及ぼしたもの
と考えられる。 
しかし、社会的スキルに対する効果と同様に、自
己効力感に対する有効性を高めるためには、当該授
業において自己効力感の向上に寄与する活動を具体
的に把握してゆく作業が肝要と考える。 
 
４．おわりに 
今回の調査結果から、「富士登山キャンプ」は、社
会的スキルおよび自己効力感に対して一定の教育効
果をもたらすことが確認され、新たな検討課題が明
らかとなった。 
今後は、授業改善を進めるにあたって、当該授業
における個々の活動の中でコミュケーション能力育
成に最も有効な内容を探索的に検討するとともに、
向上した社会的スキルや自己効力感の持続性につい
ても検討を加えたい。また、種目が異なるゴルフ実
習やスキー実習などの学外集中授業においても、同
様の効果が得られるか否かについても検証を試みて
みたい。 
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初等中等教育における情報教育を考える
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１．はじめに 
我が国の初等中等教育における情報化への対応
は、昭和 40 年代後半(1970 年代前半)、工業高校の
情報技術教育（ミニコンピュータによるプログラミ
ング実習やワンボードマイコンによる制御実習な
ど）、あるいは商業高校の情報処理教育（COBOL
による会計処理実習など）が行われるようになった
ことに端を発している。
このように、情報教育の初期においては、職業教
育としての領域として取り組まれてきたが、やがて、
情報技術の加速度的な進展が社会のあらゆる場面
で大きな変革をもたらすことが予想されるように
なり、教育のあらゆる場面での取り組みが論じられ
るようになった。
本稿では、初等中等教育における情報教育の経緯
を振り返り、今後の在り方を考えてみたい。
２．情報教育の発展期(1990 年代) 
その後、臨時教育審議会(1984～87)や情報技術の
進展に伴う情報化社会に対応する初等中等教育の
在り方に関する調査研究協力者会議(1985～90)な
どの検討を経て、“将来の高度情報社会に生きる児
童生徒たちに「情報活用能力」を学校教育において
育成することが重要である”との提言がなされた。 
特に臨教審第二次答申においては、「情報及び情
報手段を主体的に選択し活用していくための個人
の基礎的な資質」(情報活用能力)を、“読み書きそ
ろばん”に並ぶ基礎・基本と位置づけ、これが今日
の情報教育の基本的な考え方となっている。
教課審答申(1987 年)では、社会の情報化に主体
的に対応できる基礎的な資質を養う観点から、“情
報の理解、選択、処理、創造などに必要な能力及び、
コンピュータ等の情報手段を活用する能力の育成
が図られるよう配慮する。その際、情報化のもたら
す様々な影響についても配慮する”と提言された。 
これらの答申を受けて、平成元年告示の学習指導
要領において、中学校技術・家庭科において、選択
領域として「情報基礎」が新設されるとともに、中
学校・高等学校段階で、社会科や数学、理科などに
関する各教科で、情報に関する内容が取り入れられ
るとともに、各教科の指導において教育機器を活用
することの指導方針が示された。
しかしながら、インターネット環境やパソコンの
普及などのスピードに、小学校や中学校、普通科高
校における情報教育の環境整備が追い付かないの
が現実であった。
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表１ 調査研究協力者会議において整理された内容（概要） 
従来の｢情報教育｣ 見直しの視点 情報教育の目標としての「情報活用能力」 
① 情報の判断、選択、整
理、情報処理能力及び新
たな情報の創造、伝達能
力 
 
・ 教育目標として
の明確化 
・ 求められる能力
観の変化 
（受け身から主体
性重視へ） 
（操作中心から問
題解決の道具へ） 
・ コンピュータ等
の整備の推進 
・ 情報通信ネット
ワークの整備 
(1)「情報活用の実践力」 
  課題や目的に応じて情報手段を適切に活用する
ことを含めて、必要な情報を主体的に収集・判断・
表現・処理・創造し、受け手の状況などを踏まえ
て発信伝達できる能力 
② 情報科学の基礎及び情
報手段、(特にｺﾝﾋﾟｭｰﾀ)の
特徴の理解、基本的な操
作能力の習得 
(2)「情報の科学的な理解」 
  情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解
と、情報を適切に扱ったり、自らの情報活用を評
価・改善するための基礎的な理論や方法の理解 
③ 情報化社会の特質、情
報化の社会や人間に対す
る影響の理解 
(3)「情報社会に参画する態度」 
  社会生活の中で、情報や情報技術が果たしてい
る役割や及ぼしている影響を理解し、情報モラル
の必要性や情報に対する責任について考え、望ま
しい情報社会の創造に参画しようとする態度 
④ 情報の重要性の認識、
情報に対する責任感 
 
３．情報教育の体系化と環境整備(1995 年頃～) 
 
中教審答申「21 世紀を展望した我が国の教育の
在り方」(1996 年)において、情報教育の取り組み
について、以下のような提言がなされた。 
① 情報教育の体系的な実施 
② 情報機器・情報通信ネットワークの活用に
よる学校教育の質的改善 
③ 高度情報通信社会に対する｢新しい学校｣の
構築 
④ 情報化の「影」の部分への対応 
この答申を受けて、「情報化の進展に対応した初
等中等教育における情報教育の推進等に関する調
査研究協力者会議」および「教育課程審議会」に
おいて、情報教育の在り方について審議され､「体
系的な情報教育の実施にむけて｣(1997 年)が提言
され、情報教育の基本的な考え方と、体系的な情
報教育の内容について整理がなされた。（表１） 
 これを踏まえ、1998 年、教育課程審議会より「幼
稚園、小学校、中学校、高等学校特別支援学校の
教育課程の改定について」の答申があり、中学校
技術・家庭科における「情報とコンピュータ」を
必修にすること、高等学校普通科に教科「情報」
を新設し必修とすることの提言がなされた。 
 答申を受けての学習指導要領の改訂においては、 
 
①小・中・高等学校段階を通じて、各教科や総合
的な学習の時間においてコンピュータや情報通信
ネットワークの積極的な活用を図ることとすると
ともに、②中学校・高等学校段階において、情報
に関する教科・内容を必修化するなど、情報教育
の充実が図られることとなった。（表２） 
   表２ 学習指導要領改訂の概要 
   新学習指導要領（H14,15 年実施） 
小 
・各教科や総合的な学習の時間などでコン
ピュータや情報通信ネットワークを活用 
中 
学 
校 
・技術・家庭科にて｢情報とコンピュータ｣
を必修（発展的な内容は生徒の興味・関
心等に応じて選択的に履修 
・各教科や総合的な学習の時間などでコン
ピュータや情報通信ネットワークを活用 
高 
等 
学 
校 
・普通教科「情報」を新設し必修化 
（情報Ａ､情報Ｂ､情報Ｃから１科目２単位 
 を選択必修） 
・専門教科「情報」を新設し、11 科目で 
構成 
（各専門学科では引き続き、情報に関する 
基礎科目「情報○○基礎」を履修） 
学習指導要領の改訂とともに、学校における教
育の情報化に対応するため、コンピュータ等の整
備が図られることとり、1999 年まで小学校におい
200 Bulletin of Tokyo Denki University, Arts and Sciences No.14 2016
表１ 調査研究協力者会議において整理された内容（概要） 
従来の｢情報教育｣ 見直しの視点 情報教育の目標としての「情報活用能力」 
① 情報の判断、選択、整
理、情報処理能力及び新
たな情報の創造、伝達能
力 
 
・ 教育目標として
の明確化 
・ 求められる能力
観の変化 
（受け身から主体
性重視へ） 
（操作中心から問
題解決の道具へ） 
・ コンピュータ等
の整備の推進 
・ 情報通信ネット
ワークの整備 
(1)「情報活用の実践力」 
  課題や目的に応じて情報手段を適切に活用する
ことを含めて、必要な情報を主体的に収集・判断・
表現・処理・創造し、受け手の状況などを踏まえ
て発信伝達できる能力 
② 情報科学の基礎及び情
報手段、(特にｺﾝﾋﾟｭｰﾀ)の
特徴の理解、基本的な操
作能力の習得 
(2)「情報の科学的な理解」 
  情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解
と、情報を適切に扱ったり、自らの情報活用を評
価・改善するための基礎的な理論や方法の理解 
③ 情報化社会の特質、情
報化の社会や人間に対す
る影響の理解 
(3)「情報社会に参画する態度」 
  社会生活の中で、情報や情報技術が果たしてい
る役割や及ぼしている影響を理解し、情報モラル
の必要性や情報に対する責任について考え、望ま
しい情報社会の創造に参画しようとする態度 
④ 情報の重要性の認識、
情報に対する責任感 
 
３．情報教育の体系化と環境整備(1995 年頃～) 
 
中教審答申「21 世紀を展望した我が国の教育の
在り方」(1996 年)において、情報教育の取り組み
について、以下のような提言がなされた。 
① 情報教育の体系的な実施 
② 情報機器・情報通信ネットワークの活用に
よる学校教育の質的改善 
③ 高度情報通信社会に対する｢新しい学校｣の
構築 
④ 情報化の「影」の部分への対応 
この答申を受けて、「情報化の進展に対応した初
等中等教育における情報教育の推進等に関する調
査研究協力者会議」および「教育課程審議会」に
おいて、情報教育の在り方について審議され､「体
系的な情報教育の実施にむけて｣(1997 年)が提言
され、情報教育の基本的な考え方と、体系的な情
報教育の内容について整理がなされた。（表１） 
 これを踏まえ、1998 年、教育課程審議会より「幼
稚園、小学校、中学校、高等学校特別支援学校の
教育課程の改定について」の答申があり、中学校
技術・家庭科における「情報とコンピュータ」を
必修にすること、高等学校普通科に教科「情報」
を新設し必修とすることの提言がなされた。 
 答申を受けての学習指導要領の改訂においては、 
 
①小・中・高等学校段階を通じて、各教科や総合
的な学習の時間においてコンピュータや情報通信
ネットワークの積極的な活用を図ることとすると
ともに、②中学校・高等学校段階において、情報
に関する教科・内容を必修化するなど、情報教育
の充実が図られることとなった。（表２） 
   表２ 学習指導要領改訂の概要 
   新学習指導要領（H14,15 年実施） 
小 
・各教科や総合的な学習の時間などでコン
ピュータや情報通信ネットワークを活用 
中 
学 
校 
・技術・家庭科にて｢情報とコンピュータ｣
を必修（発展的な内容は生徒の興味・関
心等に応じて選択的に履修 
・各教科や総合的な学習の時間などでコン
ピュータや情報通信ネットワークを活用 
高 
等 
学 
校 
・普通教科「情報」を新設し必修化 
（情報Ａ､情報Ｂ､情報Ｃから１科目２単位 
 を選択必修） 
・専門教科「情報」を新設し、11 科目で 
構成 
（各専門学科では引き続き、情報に関する 
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学習指導要領の改訂とともに、学校における教
育の情報化に対応するため、コンピュータ等の整
備が図られることとり、1999 年まで小学校におい
ては 22 台、中学校・高等学校においては 42 台の
整備目標が設けられ、地方交付税による財政措置
が講ぜられることとなった。 
 さらに、学校のインターネット接続環境の整備
についても、2001 年までにすべての公立学校にお
いて実現するよう、地方交付税による予算措置が
講ぜられるようになったが、地方公共団体の財政
的な問題もあり、文部省の整備目標に至らない都
道府県も少なくなかった。 
 また、高等学校における教科「情報」を担当す
る教員の育成が必要となることから、情報系学科
において、教員免許状「高校“情報”」取得のため
の課程認定が進められた。 
 
４ より詳細な情報教育の体系化の検討 
 
 2002 年度(高校は 2003 年度)からの実施の学習
指導要領の展開に当たり、以下のような指摘が上
がり、より詳細な情報教育の体系化が必要とのこ
とから、さらなる検討が行われることとなった。 
 a. 情報教育の達成目標が明確ではない 
   小、中、高及び各学年における指導内容の
レベルの差が不明瞭であるなど。 
 b. 情報教育の指導範囲がやや抽象的 
   情報教育の内容につては「実践力」「科学的
理解」「参画する態度」以上の詳細な区分が
なく、また、必ずしもすべてが３分類に区分
できるものではない。 
 c. 情報教育体系の中での各教科等での指導分
担の関係整理が不充分 
   小、中、高の全情報教育の中で、各学年の
指導内容を当該学年のどの教科等で分担指
導するかという整理が不充分である。 
 これらの指摘を受けて文部科学省は、2005 年、
①「情報教育」の内容の充実(特に小学校中学校段
階)と、②携帯電話等、新たな課題への対応などの
検討を目的とする、「初等中等教育における教育の
情報化に関する検討会議」を設置し、情報教育の
新たな視点にたった、「初等中等教育の情報教育に
係る学習活動の具体的展開なる報告書」を発表し
た。(2006 年) 
 報告書の概要を表３、表４に示す。 
  表３ 「情報教育」の３観点８要素 
①情報活用の実践力 
 a.課題や目的に応じた情報手段の適切な活用 
 b.必要な情報の主体的な収集・判断・表現・処理・ 
創造 
 c.受け手の状況などを踏まえた発信・伝達能力 
②情報の科学的な理解 
 a.情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解 
 b.情報を適切に扱ったり、自らの情報活用を評価・
改善するための基礎的な理論や方法の理解 
③情報社会に参画する態度 
 a.社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役
割や及ぼしている影響の理解 
b.情報モラルの必要性や情報に対する責任 
 c.望ましい情報社会の創造に参画しようとする態度 
 ３観点８要素という「情報教育」の目標が明示
されるとともに、その具体的展開例が例示された
ことによって、各学校段階における情報教育は充
実に向かうこととなるが、その成否は教員の持つ
「情報」の知識能力に負うところが大きかった。 
 
５ 現行学習指導要領と情報教育 
 
 2008 年(高校は 2009 年)に告示された学習指導
要領においては、情報教育に関して、 
（小学校）文字入力等の基本操作、情報モラルを
身につけさせることを総則に規定 
（中学校）技術・家庭科では「プログラムによる
計測・制御」をすべての生徒に履修させる 
（高等学校）普通教科「情報」において、「社会と
情報」、｢情報の科学｣から１科目選択必履修 
との改訂がなされた。 
 改訂告示の後、文部科学省は「教育の情報化に
関する懇談会」を設置し、効果的な情報教育が展
開されるためには、情報教育および教科指導にお
ける ICT 活用の充実が重要であるとの視点での
検討が進められ、これまでの「情報教育の手引き
を」を改訂し、2010 年、「（新）教育の情報化に関
する手引き」として発行した。 
 その内容は、「教育の情報化が目指すものとして
三つの側面（①子供たちの情報活用能力の育成、
②ICT を効果的に活用した、分かりやすく深まる
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       表４ 各学校段階における学習活動の具体的展開例（2006年） 
３観点 小学校 中学校 高等学校 
情報活用の実
践力 
○情報手段の基礎的な操作習得 
（例：ｷｰﾎﾞｰﾄﾞからの日本語入力） 
○情報手段の適切な活用 
（例：ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙｶﾒﾗの画像データ） 
○必要な情報の収集・判断 
（例：ｲﾝﾀｰﾈｯﾄからの資料の収集） 
○情報手段の適切な活用 
（例：各種のｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝを用いて身近な情
報を処理(技術家庭)） 
○必要な情報の主体的な収集等 
（例：課題を見つけ、解決のための情報
を､検索を利用して収集） 
○情報手段の適切な活用 
（例：問題解決を効果的に行うための情
報手段の適切な活用） 
○必要な情報の主体的な収集等 
（例：使用する媒体に応じて文章の種類
や携帯を選ぶ） 
情報の科学的
な理解 
○情報手段の特性の理解 
（例：様々な情報手段を使った体験をも
とに、情報手段の特性を理解する） 
○自らの情報の評価 
（例：自らの情報活用について記録し、
評価し、改善する） 
○情報手段の特性の理解 
（例：ｺﾝﾋﾟｭｰﾀはﾊｰﾄﾞｳｪｱとｿﾌﾄｳｪｱから構
成されていること知る） 
○基礎的な理論や方法の理解 
（例：疑似体験、視覚的な把握理解等に
コンピュータ等を活用する） 
○情報手段の特性の理解 
（例：物理現象や物質の性質により情報
技術等が実現されていることを知る） 
○基礎的な理論や方法の理解 
（例：数値計算のアルゴリズムを理解し、
具体事象に活用する） 
情報社会に参
画する態度 
○情報や情報技術の役割等の理解 
（例：コンピュータやインターネットは
健康にしながら利用） 
○情報モラル・情報への責任 
（例：相手の立場に立った情報発信） 
○望ましい情報社会の創造への参画 
（例：情報には意図と背景があることを
理解して判断する必要がある） 
○情報や情報技術の役割等の理解 
（例：情報化の進展などが社会生活に与
えた影響などに気付く） 
○情報モラル・情報への責任 
（例：個人情報や著作権の保護や、光と
影の存在等について考える） 
○望ましい情報社会の参画について 
（例：消費生活等の変化について） 
○情報や情報技術の役割等の理解 
（例：先端技術の進展とグローバル化な
どについて考察する） 
○情報モラル・情報への責任 
（例：仮想と現実を部右別する能力や情
報に関する倫理観について考察する） 
○望ましい情報社会の参画について 
（例：活用能力の向上の必要性 
 
授業の実践、③教職員が ICT を活用した情報共有
によりきめ細かな指導を行うことや、校務の負担
軽減等）を通じた教育の質の向上」にあるとして 
・教科指導における ICT の活用、・情報活用能力を
身につけさせるための日常的な指導法、・情報モラ
ル教育と家庭や地域との連携、・校務の情報化が生
み出す学校変容、・学校における ICT 環境の整備な
どについて、事例をあげながらの手引書として記
述されている。 
 また、2011 年、「学びのイノベーション事業」
という施策を展開し、情報端末、電子黒板、無線
LAN 等が整備された環境の下で、ICT を活用して子
供たちが主体的に学習する「新しい学び」を創造
するための実証研究が進められた。 
 「教育の情報化に関する懇談会」は、引き続い
ての“教育の情報化”に関する検討の結果、本格
的なクラウド時代に備えた情報教育の充実を目指
した総合的な推進方策について、「教育の情報化ビ
ジョン」(2011 年)として公表した。その概要は表
５のとおりである。 
  表５ 教育の情報化ビジョンの概要 
①情報教育 
・ 情報教育の一層の充実のための学習活動の事例等
について学校現場への周知 
・ 子供たちへの情報モラル教育の充実 
②教科指導における ICT の活用 
・ 指導者用・学習者用ディジタル教科書の開発の促
進と教育用情報端末やコンテンツの開発 
・ 各地域で作成された質の高いディジタル教材の全
国レベルでの集積と共有化 
③校務の情報化 
・ 校務支援システムの充実と教育情報の標準化 の検討 
・ 学校に対する行政調査のオンライン化とクラウド
コンピューティング技術の活用の検討 
そして、ビジョンの実現のためには、①ソフ
ト・ヒューマン・ハードの総合的計画的な推進、
②様々な学校種、子供たちの発達段階、教科等を
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３観点 小学校 中学校 高等学校 
情報活用の実
践力 
○情報手段の基礎的な操作習得 
（例：ｷｰﾎﾞｰﾄﾞからの日本語入力） 
○情報手段の適切な活用 
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報を処理(技術家庭)） 
○必要な情報の主体的な収集等 
（例：課題を見つけ、解決のための情報
を､検索を利用して収集） 
○情報手段の適切な活用 
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○情報手段の特性の理解 
（例：様々な情報手段を使った体験をも
とに、情報手段の特性を理解する） 
○自らの情報の評価 
（例：自らの情報活用について記録し、
評価し、改善する） 
○情報手段の特性の理解 
（例：ｺﾝﾋﾟｭｰﾀはﾊｰﾄﾞｳｪｱとｿﾌﾄｳｪｱから構
成されていること知る） 
○基礎的な理論や方法の理解 
（例：疑似体験、視覚的な把握理解等に
コンピュータ等を活用する） 
○情報手段の特性の理解 
（例：物理現象や物質の性質により情報
技術等が実現されていることを知る） 
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（例：数値計算のアルゴリズムを理解し、
具体事象に活用する） 
情報社会に参
画する態度 
○情報や情報技術の役割等の理解 
（例：コンピュータやインターネットは
健康にしながら利用） 
○情報モラル・情報への責任 
（例：相手の立場に立った情報発信） 
○望ましい情報社会の創造への参画 
（例：情報には意図と背景があることを
理解して判断する必要がある） 
○情報や情報技術の役割等の理解 
（例：情報化の進展などが社会生活に与
えた影響などに気付く） 
○情報モラル・情報への責任 
（例：個人情報や著作権の保護や、光と
影の存在等について考える） 
○望ましい情報社会の参画について 
（例：消費生活等の変化について） 
○情報や情報技術の役割等の理解 
（例：先端技術の進展とグローバル化な
どについて考察する） 
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（例：仮想と現実を部右別する能力や情
報に関する倫理観について考察する） 
○望ましい情報社会の参画について 
（例：活用能力の向上の必要性 
 
授業の実践、③教職員が ICT を活用した情報共有
によりきめ細かな指導を行うことや、校務の負担
軽減等）を通じた教育の質の向上」にあるとして 
・教科指導における ICT の活用、・情報活用能力を
身につけさせるための日常的な指導法、・情報モラ
ル教育と家庭や地域との連携、・校務の情報化が生
み出す学校変容、・学校における ICT 環境の整備な
どについて、事例をあげながらの手引書として記
述されている。 
 また、2011 年、「学びのイノベーション事業」
という施策を展開し、情報端末、電子黒板、無線
LAN 等が整備された環境の下で、ICT を活用して子
供たちが主体的に学習する「新しい学び」を創造
するための実証研究が進められた。 
 「教育の情報化に関する懇談会」は、引き続い
ての“教育の情報化”に関する検討の結果、本格
的なクラウド時代に備えた情報教育の充実を目指
した総合的な推進方策について、「教育の情報化ビ
ジョン」(2011 年)として公表した。その概要は表
５のとおりである。 
  表５ 教育の情報化ビジョンの概要 
①情報教育 
・ 情報教育の一層の充実のための学習活動の事例等
について学校現場への周知 
・ 子供たちへの情報モラル教育の充実 
②教科指導における ICT の活用 
・ 指導者用・学習者用ディジタル教科書の開発の促
進と教育用情報端末やコンテンツの開発 
・ 各地域で作成された質の高いディジタル教材の全
国レベルでの集積と共有化 
③校務の情報化 
・ 校務支援システムの充実と教育情報の標準化 の検討 
・ 学校に対する行政調査のオンライン化とクラウド
コンピューティング技術の活用の検討 
そして、ビジョンの実現のためには、①ソフ
ト・ヒューマン・ハードの総合的計画的な推進、
②様々な学校種、子供たちの発達段階、教科等を
考慮しつつ、モデル地域・学校などで総合的な実
証研究を多角的な観点からの実施、③ディジタル
教材等の配信等のためのシステム、校務の情報化
に関する全国データベースの総合的な管理運営体
制の構築とコンテンツの提供、④広範な産官学連
携による広範なネットワークの構築と教育の情報
化のための社会的気運の醸成などが重要であると
述べている。 
６ これからの情報教育の課題 
 ここまで見てきたように、“情報リテラシー”と
いうキーワードで取り組まれてきた 20 年余に亙
る初等中等教育における情報教育は、行政主導に
よる推進という側面を拭いきれず、その成果は充
分といえるものかどうかという疑問が残る。 
その第一は初等教育段階における教育課程と
指導体制に問題があると考える。 
学級担任制による小学校の指導においては、当
該教師の情報に関する知識量に依存するよりほか
はなく、結果として中高年の教師の受け持つ学級
の情報リテラシー教育は“型どおり”の情報教育
に終始せざるを得ないものとなる。 
タブレット端末が教育の道具として普及しつ
つあり、ディジタル教科書による学習が現実のも
のとなりつつある現在、教科指導や生活指導のほ
か、日常的に起こる様々な課題への対応など、多
忙を極めている教師に、新たな情報関連の知識技
術の習得を課することには限界がある。 
この際、一部の教科で行われているように、専
科教員による情報教育の取り組みを喫緊の課題と
して提案したい。 
教員免許「情報」を所持する者は、小学校の情
報教育を担当できる等の特例を設けることによっ
て、速やかに対応できるものと考える。 
あるいは、情報通信技術に精通した人材をコー
ディネータとして各校に配置するなどの案も考え
られる。 
その第二は、中学校における情報教育の取り組
みに問題があると考える。 
現行の学習指導要領においては、数学や理科等
の科目での取り組みのほか、総合的な学習の時間
と「技術・家庭科」の分野Ｄ“情報に関する技術” 
において取り扱うこととなっているが、学習指導
要領においては、技術分野における取扱いのほか
は、その内容が具体的に明示されていない。 
さらに、技術分野における時間数も前学習指導
要領に比べて少なくなっており、他教科との内容
的な関連性も明示されているとは言い難い。 
また、中学校においても、情報通信技術に通じ
ている教師への負担が大きく、結果として文部科
学省が描く“情報教育”が十分に取り組まれてい
るとは言い難い現状にある。 
このように見てきたとき、今取り組まなければ
ならない喫緊の課題は、小学校中学校の「９年間
を通じた情報教育の構造化」と「情報教育に通じ
た教員」の配置であろうと考える。 
第三には、普通科高等学校における情報教育の
内容である。 
現在、「社会と情報」あるいは「情報の科学」
の２科目からの選択必履修となっており、いずれ
かの学習を通じて、“情報リテラシーの熟成”を目
標としているが、それで十分であろうか。 
ここで、「ＩｏＴ」や「クラウドコンピューテ 
ィング」、「ビッグデータ」、「ＡＩ」などに関する 
“情報活用の新たな創造”に興味関心を抱き、創
造的思考力を育むための科目「情報活用研究」の
如き科目の新設を提起したい。 
政府は、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」を行 
っているが、欧米の初等中等教育に後れを取って
いると言われる「情報教育」の充実なくして、そ
の実現はほど遠いものと言わざるを得ない。 
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